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Ａ．研究目的 

本邦においては子宮頸がんが急増に転じてい

る。 

HPV ワクチンは 9 年近く積極的勧奨が差し控

えられ、生まれ年度によって接種率が大きく異な

る事態となった。 

 

 

 

【研究要旨】 

本邦においては子宮頸がんが急増に転じている。今後の本邦における子宮頸がん対策において正確なHPV

ワクチン接種状況の把握は不可欠である。また、海外では 16 歳までの接種で子宮頸がんが劇的に減少す

ることが報告されているが、本邦においては、我々の報告等により前がん病変の予防効果までしか示され

ていない。さらに、海外の 20～30 歳でのキャッチアップ接種の効果を検証した研究においては有意な子

宮頸がん罹患率減少が認められていないという報告もあり、キャッチアップ接種者に子宮頸がん検診受診

勧奨を適切に行う必要がある。 

そこで当研究においては、HPV ワクチンの詳細な接種率調査、HPV ワクチンの浸潤がん予防効果やキャ

ッチアップ接種の有効性の調査、生まれ年度ごとの子宮頸がんリスクの評価、キャッチアップ接種者への

子宮頸がん検診受診勧奨手法の開発、等を実施する。これにより、HPV ワクチンが積極的勧奨差し控え状

態であった本邦の特殊な環境における今後の子宮頸がん対策の方向性の把握が可能となるものと期待さ

れる。 
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その中で我々は厚生労働科学研究（以下、前研

究）において 20歳の子宮頸がん検診に着目し、

接種世代で減少した全細胞診異常率が積極的勧奨

差し控え世代で再上昇していることを示した。 

2022年度から積極的勧奨が再開され、キャッチ

アップ接種も開始された。今後の本邦における子

宮頸がん対策において正確な接種状況の把握は不

可欠であり、キャッチアップ接種についても、過

去の公費助成・定期接種当時の接種歴と合わせた

形での累積接種回数別に接種者数がカウントされ

ている。 

海外では16歳までの接種で子宮頸がんが劇的に

減少することが報告されているが（N Engl J Med 

2020;383:1340-8）、本邦においては、我々の報告

等により前がん病変の予防効果までしか示されて

おらず（Cancer Sci. 2021;112:3691-3698）、浸

潤がんの予防効果を検証する必要があり、同時に

生まれ年度ごとの子宮頸がん罹患率を明らかにし

て子宮頸がん対策の戦略考案に活かす必要があ

る。ただし、浸潤がんの罹患率の把握には長期間

を要するため、前述の各生まれ年度の20歳・24

歳・28歳の子宮頸がん検診の経年的観察研究を継

続し、接種環境による子宮頸がんリスクの評価を

迅速に行いたい。 

海外の 20～30歳でのキャッチアップ接種の効

果を検証した研究においては有意な子宮頸がん罹

患率減少が認められていないという報告もあり

（J Natl Cancer Inst. 2021;113:1329-1335）、

キャッチアップ接種者に対する、子宮頸がん検診

の受診勧奨手法の強化も求められる。 

当研究は、本邦における子宮頸がん対策を行う

上での具体的な問題点を明らかにし、これまでの

研究を発展させてそれらの克服を目指すものであ

る。生まれ年度による HPVワクチン接種環境の違

いに着目した研究は我々が一貫して行ってきたも

のである。 

 

Ｂ．研究方法 

 

（１） 各生まれ年度の HPV ワクチン接種状況の

適切な把握 

 

地域保健・健康増進事業報告での接種率公開は約

2年後であるが、当研究では自治体から即時にデー

タ提供を受けて翌年度には接種状況を把握できる。

キャッチアップ接種も区別し、接種状況に応じて1

0ケースに分類して集計、生まれ年度ごとに下図に

示すＡ～Ｆの接種率等を算出する。 

 

（２）本邦における社会環境による子宮頸がん・前

がん病変の罹患状況の変化の把握 
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（２－１）HPVワクチンの浸潤がん予防効果の検証

と全国がん登録を活用した HPVワクチン

接種状況による子宮頸がん罹患率の評

価 

 

複数の自治体が当該自治体のがん対策の一環と

して実施する、1991～2002 年度生まれの女性にお

ける全国がん登録データを活用した 25歳・30歳・

35 歳までの子宮頸がん累積罹患率を評価するプロ

ジェクトに対して技術的・学術的支援を行い、各自

治体から公開されたデータを統合解析する。副次

的に累積死亡率についても解析する。各自治体で

のがん罹患・死亡情報の入手は、がん登録等の推進

に関する法律第 19・21条に基づいて行われ、各自

治体において HPVワクチン接種歴も紐づけられる。

自治体における全国がん登録データ利用申請のた

めの解析対象者リスト作成等についてはプログラ

ムを作成するなどして技術的に支援する。 

 

 

＜調査（Ａ）＞ 

対象者を公費助成/定期接種者、キャッチアッ

プ接種者、非接種者の 3 群に分けて罹患率を比

較するが、20 歳以上でのキャッチアップ接種に

よる子宮頸がん予防効果は乏しいとの海外のデ

ータ（J Natl Cancer Inst. 2021;113:1329-1335）

を参考に、キャッチアップ接種者の子宮頸がん

予防効果は限定的と仮定し、非接種群とまとめ

た解析を主とする。 

 

＜調査（Ｂ）＞ 

調査（Ａ）と同一のデータで解析するが、調査

（Ｂ）では接種環境ごと（生まれ年度）で比較を

行う。すなわち、一部キャッチアップ接種の効果

も加わる形にはなるが、導入前世代・接種世代・

積極的勧奨差し控え世代で 25 歳・30 歳・35 歳

までの子宮頸がん累積罹患率の変化を観察する。 

 

 

（２－２）全国の自治体における 20 ・24 歳・28

歳の子宮頸がん検診の経年的観察研究 

 

当初計画では 20 歳のみを対象としていたが、

2024 年度からは 24 歳・28 歳も対象に加え、これ

ら年齢における子宮頸がん検診結果を経年的に観

察する。これによって、キャッチアップ接種の効果

を反映したデータが得られることになり、その効

果を速やかに解析することが可能となる。 
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（３）キャッチアップ接種者に対する子宮頸がん

検診受診勧奨手法の開発 

 

1997 年度以降の生まれでキャッチアップ接種を

行った 20歳以上の女性に対して、インタビュー調

査・インターネット調査を行って子宮頸がん検診

受診勧奨リーフレットを開発し、その効果検証を

協力の得られた自治体で実施する。 

一つの生まれ年度の対象者を 2 群に分けて異な

るリーフレットを送付することは自治体の負担が

大きい。そこで、2024年度は年度年齢 20歳・22歳・

24歳・26歳の対象者には通常案内、21歳・23歳・

25歳・27歳の対象者には上記調査にて作成したリ

ーフレットを送付して比較する。2025 年度は逆の

資材を送付する。ただし、アンケート調査や前年度

の受診状況によってリーフレットの再評価を行い、

改変を行うことがある。また、自治体によって子宮

頸がん検診の対象年齢設定や勧奨対象が異なるた

め、上述の一部の年齢のみに対しての調査となる

場合がある。 

なお、キャッチアップ接種率が十分に行われな

い場合には当調査が成り立たなくなる可能性があ

るため、インターネット調査・アンケート調査にて

適時に接種状況を調査して、必要に応じてキャッ

チアップ接種の勧奨を自治体で行う。 

 

（倫理面への配慮） 

人を対象とする医学系研究に関する倫理指針に

従って実施する。当研究についてはすでに大阪大

学医学部附属病院倫理審査委員会の承認を得てい

る。また自治体から得るデータはすべて匿名化さ

れたデータであった。インタビュー調査・インター

ネット調査等においても対象者の個人名などプラ

イバシーに関する情報は公開しないよう留意する。 

 

Ｃ．研究結果 

 

（１）各生まれ年度の HPV ワクチン接種状況の 

適切な把握 

 

＊生まれ年度ごとの累積初回接種率の評価（当初

からの計画） 

愛媛県松山市・兵庫県明石市から、2010 年度

の緊急促進事業（いわゆる公費助成）時からの完

全な年度毎の接種者数のデータの提供を受けら

れることとなっており、一部データはすでに入

手している。キャッチアップ接種事業の終了後

でないと解析ができないため、現在はデータの

整理を行っている。 
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＊年度ごとの累積初回接種割合の経年評価（追加

した計画） 

当初予定に加えて、地域保健・健康増進事業報告

(地域保健編)等からも各年度の累積接種率を算出

するためのデータを入手した。2022 年度までの接

種データの解析はすでに確定しており、2023 年度

以降も 2022年度の接種状況が維持されると仮定し

て各生まれ年度の累積接種率を算出したところ、

2028 年度末に時点において、定期接種の小 6 から

高 1 までの間の累積接種率は 43％でプラトーに達

すると推計された（Yagi A et al. JAMA Netw Open. 

2024;7:e2422513）。 

 

 
 

さらに、2024 年度上半期までの全国での各年度

の累積接種率を算出し、令和 7年 1月 24日開催の

第 105 回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科

会副反応検討部会、令和６年度第 10 回薬事審議会

医薬品等安全対策部会安全対策調査会（合同開催）

にて参考人として、1997～1999 年度生まれは緊急

促進事業とキャッチアップ接種合わせての累積初

回接種率は約 85 ％、2000～2007年度生まれは積

極的勧奨の差し控えに当たった世代でキャッチア

ップの対象になり、累積初回接種率は約 40％、2008

～2012 年度生まれはキャッチアップ接種の対象で

はなく積極的勧奨の再開後の定期接種の対象の世

代で、累積初回接種率は 4～50 ％になっているこ

とを提示した。 
 

 
 

 

（２）本邦における社会環境による子宮頸がん・前

がん病変の罹患状況の 変化の把握 

（２－１）HPVワクチンの浸潤がん予防効果の検

証と全国がん登録を活用 した HPV

ワクチン接種状況による子宮頸がん罹

患率の評価（調査  ・調査  ） 

 

自治体とがん登録データの解析経験のある宮城

県がん登録室からノウハウなどの情報提供をいた

だき、それを活かして自治体との打ち合わせを行

った。当プロジェクトを自治体として実施するこ

とが決定している埼玉県川口市、宮崎県都城市・西

都市・新富町・門川町、福岡県久留米市とは詳細な

情報交換を複数回行った。埼玉県川口市は国立が

ん研究センターへの全国がん登録の利用申請を開

始しており、現在承認に向けた作業を行っている。

宮崎県都城市・西都市・新富町・門川町では宮崎県

がん登録室への宮崎県のがん登録の利用申請の準

備を進めている。福岡県久留米市でも同様に準備

を進めている。その他の自治体とも交渉中である。

予定通りの進捗と言える。 

 

（２－２）全国の自治体における    ・  歳・  歳

の子宮頸がん検診の経年的観察研究   

※ 当初の研究計画では   歳の子宮頸がん検診結

果のみを対象とする予定であったが、キャッ

チアップ接種の有効性の十分な評価を行える

ように、研究計画を拡大して   歳・  歳の

子宮頸がん検診結果も解析対象に加えること

とした。（   研究方法の項、参照） 

 

  歳の検診結果については、昨年度に引き続き、

これまでに協力の得られた   自治体には引き続き

の協力を依頼しており、松山市・姫路市・川西市・

鹿児島市からはすでにデータを入手し始めている。

すなわち、    ～    年度生まれのワクチン停止

世代での細胞診異常率（ S  US以上）の減少傾向

が確認でき、ワクチン停止世代は     年度生まれ

を新たに解析に加え、細胞診異常率の上昇を再確

認できた。積極的勧奨差し控えによる接種率激減

の弊害が顕著な実害として現れてきていることが

一段と明確になってきた。 

 
  歳・  歳への研究対象拡大についても大阪府

大阪市・群馬県前橋市・愛媛県松山市・兵庫県姫路

市・明石市・川西市、青森県青森市、鹿児島県鹿児
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島市から協力を得られることとなった。予定通り

の進捗である。 

 

（３）キャッチアップ接種者に対する子宮頸がん

検診受診勧奨手法の開発 

 

昨年度に協力を取り付けられた群馬県前橋市に

加え、大阪府池田市、奈良県広陵町の協力も得られ

ることとなり、前年度までに作成しているリーフ

レットを送付した。効果検証としての子宮頸がん

検診受診率データについても、令和 5 年度検診分

のデータはすでに入手しており、令和 6 年度以降

のデータと合わせて解析予定である。予定通りの

進捗である。 
 

Ｄ．考察 

複数の自治体から得られた20歳の子宮頸がん検

診の結果の経年的な観察により、細胞診異常率・組

織診異常率はHPVワクチン接種世代で減少したも

のの、積極的勧奨差し控え世代では再び上昇に転

じていることが明確に確認できた。この世代に対

する子宮頸がん検診の受診勧奨を強化する必要が

ある。 

その他、本邦での課題である浸潤がんの予防効

果やキャッチアップ接種の有効性評価なども引き

続き行っていく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

研究は概ね順調に進行している。今後、自治体等

からのデータ提供を受けて、解析を本格化してい

く。 

 

Ｆ．健康危険情報 

これまでに該当事象は発生していない 
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会企画 
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HPV ワクチンに関する学術的エビデンスの創出
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対する学術的支援 

第 76 回日本産科婦人科学会学術講演会 令和 5 
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2024 年 4 月 18 日（木）、横浜 

 

HPV 最新情報 

産婦人科医のための HPV ワクチン講習会 

2024 年 4 月 28 日（日）、福井 

 

どうして子宮頸がんの予防が勧められるのか 
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HPV ワクチンの再普及に何が必要か 
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このままじゃダメなんです。大切な人に伝えて下

さい、子宮頸がん対策の大切さ。 

第 65 回日本臨床細胞学会総会春季大会 市民公

開講座 

令和 6 年 6 月 9 日（日）、大阪 

 

HPV 最新情報～自信をもって勧められるように

～ 

令和 6 年度第 1 回大阪府学校保健講習会 

令和 6 年 6 月 19 日（水）、大阪 

 

知っておいていただきたい、子宮頸がんの実情 

大阪大学 HPV ワクチンセミナー 

令和 6 年 7 月 3 日（水）、大阪 

 

日本はいつまで、頸がんで若い女性が命を落とし

続けないといけないのか 

宮崎県子宮頸がん予防（HPV)ワクチン促進のため

の研修会 

2024 年 7 月 9 日、Web 

 

子宮頸がんだけではない、男性も罹る HPV 関連が

ん 

サンスター（株）社内セミナー 

2024 年 7 月 11 日（水）、大阪 

 

HPV ワクチンの接種を判断するに当たって知って

おくべきこと 

西宮市 子宮頸がん予防セミナー 

2024 年 7 月 24 日、西宮 

 

本邦における子宮頸がんと HPV ワクチンの実情 

第 31 回日本がん予防学会総会 シンポジウム 3 

2024 年 9 月 5 日、徳島 

 

男女で必要な HPV 関連がんの予防 

メディカルチェック推進機構 子宮頸がん・感染

症啓発講演会 

2024 年 10 月 6 日 
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HPV ワクチンの接種の状況 

HPV ワクチン拠点病院整備事業 近畿ブロック

医療者研修会 

2024 年 10 月 7 日、Web 

 

Current Status of Cervical Cancer and HPV 

Vaccine in Japan 

第 62回 日本癌治療学会総会 臓器別シンポジウ

ム 13 

2024 年 10 月 26 日、福岡 

 

HPV ワクチンによるがん予防 その現状と課題 

令和 6 年度 東成区学校保健協議会 

2024 年 11 月 21 日 

 

HPV ワクチンによるがん予防 その現状と課題 

令和 6 年度 城東区学校保健協議会 

2024 年 12 月 19 日 

 

（招聘講演）HPV ワクチンの 2024 年の上半期ま

での累積接種率 

第 105 回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科

会副反応検討部会 

令和６年度第10回薬事審議会医薬品等安全対策部

会安全対策調査会 

令和 7 年 1 月 24 日（日）、東京 

 

（招聘講演）接種の現状および今後の展望につい

て 

厚生労働省 令和 6 年度 HPV ワクチンの接種

に係る医療機関向け研修会 

令和 7 年 2 月 2 日（日）、Web 

 

（特別講演）ソーシャルマーケティング手法を活

用した女性支援～子宮頸がん対策と育児中の孤独

対策～ 

京都大学婦人科学産科学教室 第 39 回 大阪温

知会総会 

令和 7 年 2 月 15 日（土）、大阪 

 

＜平井 啓＞ 

平井 啓・田辺和奏・岡浩一朗・佐藤洋子・中谷英

仁・佐々木敏・水野 篤・山本精一郎 : 健康信念・

リテラシーに関するセグメント別の健康への動機

づけメッセージの開発研究. 第 31 回日本行動医学

会学術総会 第 26 回日本子ども健康科学会学術大

会 合同開催, 2025.2.2, 東京 

 

平井 啓・坂口桃彩・伊吹紀乃・渡邉拡人・内野詠

一郎・吉田安里・奥野恭史・峰晴陽平：特定保健指

導に対するアドヒアランス向上に向けた対象者の

認知と行動的特徴に関するセグメンテーション分

類.健康心理学会第 37 回大会,2024.11.24 別府 

 

平井 啓・武重百香・大湾麻衣・岡大樹・戸田 梨

鈴：モバイルデバイス上の認知課題を用いたうつ

病および脳疲労の検出. 日本心理学会第 88 回大

会,2024.9.6〜8 熊本 

 

平井 啓・山村麻予・松村悠子・見上日奈子・三浦

麻子・八木絵香・坪倉正治・大竹文雄:がんや甲状

腺に対する知識・態度によるセグメンテーション

に応じたメッセージ効果の検証. 日本社会心理学

会第 65 回大会, 2024.9.1 世田谷 

 

＜片山 佳代子＞ 

片山佳代子．講演：日本がん登録協議会学術集会出

雲大会 市民公開講座「がん教育とがん登録データ」

(出雲)06/2024 

 

片山佳代子．厚労科研対面研修会：みんなで創る! 

第 1 回 がん研究のための患者・市 参画研修会

講義３担当講師「なぜ研究が必要なのか？」（丸の

内）07/2024 

 

徐桜晗，阪口昌彦，片山佳代子，扇原淳. 中国の動

画サイトにおける HPV ワクチン関連動画のユー

ザーおよびコメント特性の分析. 第 65 回日本社会

医学会. 令和 6 年 8 月(早稲田大学)  

 

片山佳代子．第 61 回日本癌治療学会学術集会 PAL

シンポジウム シンポジスト演題「医療者のため

の患者・市民参画に必要な教育ポリシーの開発～

課題からみえてきたもの～」（福岡）10/2024 

 

片山佳代子．がん患者学会 2024 第 4 期がん対策

推進計画へのがん登録の活用～誰一人取り残さな

いがん対策の実現に向けて 日本がん登録協議会

／厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合

研究）「誰一人取り残さないがん対策における格差

のモニタリングと要因解明に資する研究」班 共催

セッション共同座長および指定発言者として講演

「J-CIP 神奈川と群馬の取組み」（東京築地）

11/2024 

 

片山佳代子．招待講演：第 19 回医療の質・安全学

会学術集会 教育セミナー：演題「患者・市民参画

の推進と医療の質・安全」（横浜）11/2027 

 

片山佳代子．招待講演：一般社団法人日本がん患者

フォーラム 2025（FFJCP2025）患者からみたゲノ

ム医療の課題とエビデンスに基づいた政策提言に

ついて「はじめてのアンケート調査―どなたでも

できる調査票の作り方とプレゼンテーション」（品

川）01/2025 
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片山佳代子．招待シンポジスト：第 22 回日本臨床

腫瘍学会学術集会テーマ：がん研究における患者・

市民参画の推進に向けて（神戸）のセッションのシ

ンポジスト（神戸）03/2025． 

 

 その他（招待講演等） 

片山佳代子．依頼講演：令和６年度群馬県がん教育

関する指導者研修会「「今、なぜがん教育なのか？

正しい知識と理解～神奈川県のがん教育を事例に

～」（前橋）06/2024 

 

片山佳代子．講演：令和６年度神奈川県がん教育指

導者研修講座 神奈川県教育委員会教育局指導部

保健体育課主催 講演「がん教育における最新の

知識と実践例」（横浜）07/2024 

 

片山佳代子．群馬県総合教育センター主催研究企

画 講演：健康教育研修講座「群馬県でがん教育を

進めるために~神奈川県の事例から～」（オンライ

ン）07/2024 

 

片山佳代子．大阪府能勢町市民セミナー講演「子宮

頸がんを予防するという選択～今だからできるこ

と～」（能勢町）08/2024 

 

片山佳代子．第 2 回群馬がんアカデミーサミット

招待講演「データサイエンスでひも解くがんの予

防と対策」（群馬大学昭和キャンパス）10/2024 

 

片山佳代子．神奈川県がん教育医療者研修会第１

回（座長・講演）神奈川県/神奈川県教育委員会/中

外製薬株式会社（10/17）2024 

 

片山佳代子．群馬県主催、片山佳代子子宮頸がん予

防研究グループ共催、群馬県医師会、群馬県産婦人

科医会、群馬大学後援の講演「子宮頸がんを予防す

るという選択～今だからできる～」（前橋市）

11/2024 

 

片山佳代子．神奈川県がん教育医療者研修会第 2 回

（座長・講演）神奈川県/神奈川県教育委員会/中外

製薬株式会社（11/18）2024 

 

片山佳代子．招待講演 群馬県高等学校保健体育研

究会 保健学習研修会「今、なぜがん教育なのか？

～神奈川県の取組みの紹介から」（前橋）12/2024 

 

片山佳代子．令和 6 年度石川県教育委員会事務局 

保健体育課主催「がん教育講習会」招待講演「がん

教育を学校現場で効果的に進めるために」オンデ

マンド配信 （令和 7 年１月 16 日～2 月 6 日） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

特記すべきことなし 
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令和 7 年  1 月  24 日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
  
                               機関名 国立大学法人大阪大学 
 
                      所属研究機関長 職 名 大学院医学系研究科長 
 
                              氏 名  熊ノ郷 淳      
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                         

２．研究課題名  生まれ年度ごとの HPV ワクチン接種状況と子宮頸がん罹患リスクの評価とキャッチ

アップ接種者に対する子宮頸がん検診の受診勧奨手法の開発                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学系研究科・講師                                  

    （氏名・フリガナ） 上田 豊・ウエダ ユタカ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 大阪大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年  2月 12 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人大阪大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 人間科学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名  西森 年寿          

 
   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名         がん対策推進総合研究事業                  

２．研究課題名   生まれ年度ごとの HPV ワクチン接種状況と子宮頸がん罹患リスクの評価とキャッチ

アップ接種者に対する子宮頸がん検診の受診勧奨手法の開発    

３．研究者名  （所属部署・職名）  人間科学研究科 准教授               

    （氏名・フリガナ） 平井啓 ヒライケイ             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   🔳 □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   🔳 □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   🔳 □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   🔳 □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 🔳   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有🔳 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 🔳 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 🔳 無□（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 🔳（有の場合はその内容：                 ） 



（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年04月01日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
所属研究機関長 職 名 理事長  

 
氏 名 間野 博行          

 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                             

２．研究課題名  生まれ年度ごとの HPV ワクチン接種状況と子宮頸がん罹患リスクの評価とキャッチ  

アップ接種者に対する子宮頸がん検診の受診勧奨手法の開発              

３．研究者名  （所属部署・職名） がん対策研究所 検診研究部・部長              

    （氏名・フリガナ） 中山 富雄 （ナカヤマ トミオ）                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年 2月 21日 
 
厚生労働大臣 殿 

                    
機関名 国立大学法人群馬大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 石崎 泰樹          

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                            

２．研究課題名 生まれ年度ごとの HPV ワクチン接種状況と子宮頸がん罹患リスクの評価とキャッチアッ

プ接種者に対する子宮頸がん検診の受診勧奨手法の開発  

３．研究者名  （所属部署・職名）情報学部・准教授                               

    （氏名・フリガナ）片山 佳代子・カタヤマ カヨコ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）                                                 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



２０２５年１月２３日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 大阪医科薬科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 佐野 浩一  
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 がん対策推進総合研究事業                                          

２．研究課題名 生まれ年度ごとの HPV ワクチン接種状況と子宮頸がん罹患リスクの評価とキャッチアッ 

プ接種者に対する子宮頸がん検診の受診勧奨手法の開発                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）総合医学研究センター 准教授                                  

    （氏名・フリガナ）伊藤 ゆり（イトウ ユリ）                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 大阪大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 



（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和 7 年  1 月  24 日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   
                               機関名 国立大学法人大阪大学 
 
                      所属研究機関長 職 名 大学院医学系研究科長 
                                                                                      
                              氏 名  熊ノ郷 淳      
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                                         

２．研究課題名  生まれ年度ごとの HPV ワクチン接種状況と子宮頸がん罹患リスクの評価とキャッチ

アップ接種者に対する子宮頸がん検診の受診勧奨手法の開発                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学系研究科・特任助教（常勤）                                 

    （氏名・フリガナ） 八木 麻未・ヤギ アサミ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 大阪大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


